
核燃料 リサイクル国際円卓会議 参考資料

(石橋弁護士関係 )

1.日 本の原子力政策をめぐって (日 弁連フォーラム、プ
ル トニウムを考える)

2.国際法の下における日本のプル トニウム海上輸送

(ヴ ァン 0ダ イク論文)(11添 )

2-2。 フランスから日本への回収プル トニウム海上輸送
の国際法の諸問題

(中谷 和弘)(別添 )

(高木仁二郎関係)

3。 新進党科学技術部会講演 (メ モ)

(1994。  12)
4.海外再処理と返還廃棄物 (再処理を考える青森国際シンポジウ

ム)

(1994。 6)

(ト ーマス●コックラン関係 )

5。 プル トニウムをガラス固化することにより拡散
のリ

(1994。  11. 16)(和 文、英文)
6。 NRDCの トーマス0コ クラン、クリストファー

0ペ イン両氏による提案

(1994. 11。 16)(和 文、英文、要約 )

「純粋な核兵器に必要とされるプ
ル トニウム及び高濃縮ウランの量」

(1994。 8.22)(概 要、英文 )
NRDCの 概要

ィリアム 0ウ ォーカー関係 )

プル トニウムおよび高濃縮ウランの保有量
一現状と将来予測―

(1993。  10)
日本の異常な選択プル トニウム (1993。 4)

その他

H.(日 本の)プル トニウム政策を変えろ (R・ AOマ ニング)(1995。  1)

12。 プル トニウムの平和利用などあり得ない (POレ ー
ベンソール)

(1995。  1.25)

スクが最小限となる」

7。

8。

(ウ

9.

Ａ
υ
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1994年 11月 12日

日弁連フオーラム プルトニウムを考える

基調報告 日本の原子力政策をめぐつて
報告者 海渡 雄―

(日弁連公害対策環境保全委員会原
子力部会

~Fl部
会長)

第■、原子力発電の世界的な1大況

なこ Jォ rぽ原発推進κノクー
キ
"り

1からないの力l.

1.足踏みを続ける世界の原子力産業

1989年末 425基
90年末 426基
91年末 421基
92年末  421基
ほとんど増えていない0

2、 アメリカではシヨーラム原発が建設
中止 (1992)、 ランチヨセコ原発が

住民投票で開鎖 (1,92)。 ドイツ、
スウエ~デンでも新設計画はない。

ィギリスでの軽水炉の導入の先ゆなも不透明
.

3。 原子力利用長期計面における原子力
の位置付け

・
量量2守で:鷲お1'1畢

壼ふ

エネルギーを安定的に供給することがセ要
ですが 我ヽが国は、責

「原子力l輛 集約型ユネ

生Iπ単ヒ瞑1篤僣お二島霞                 6`で
きますから、我が国の
出日付けて、これを抱遺し

ていくこととします.Jと し (                 
巨にウラン資源ヽ有限であ

り、軽水炉利用を中心として
こ                ウラン需給が電迫すること

も否定できません.こ のため、                 
ルトニウム、ウランなどを

再び燃料として使用する慎繋率                 
研究開発を進めることによ

::を11::tillili                 
島曇L通轟奪通轟量垂こ檀
:少ないという長所があり、

,ま した。 (15頁)

地球環境問題の解決のために鷹子力
を推進するという長期計画の立場に

つい

ては、廃炉、廃楽物処理まで含めた原子力開発
の冷静なコスト分析が必要で

はないか0

4、 日本の電力業界が原発を推進できるの
は

①投資価格に見合う利潤を保障され
てい0・

②研究開発に莫大な予算が投じられて
いる.

③電力事業に対する規制により.よ り安
い天然ガスなどの独立事業者の電力

市場への多入が困難である`

等が原因であると考えられる.

第 2、 原子力政策に対する日弁鷺の雄言

″

"ヽ
属離 を明確だ
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1、 エネルギー政策決定の民主化

総合エネルギー調査会の委員の選任方法`権限と役割の見直し

国会の関与するエネルギー政策法の制定を

2、 電力の規制緩和を

9電力による独占体制に疑間

他資本の電力事業への参入の自由化 (第二東電)

高い日本の電力料金

アメリカ。 ドイツ、イギリスで原子力が推進されない理由はパーパ法 (ア メ

リカ)、 再生可能エネルギ…発電による電力買取り法 (1990年 . ドイツ)

、電力事業の民営化 (1989年電気法.イ ギリス)な どの規制緩和によっ

て原子力以外の天然ガスなどによるコージェネレ
ーシヨンシステム発電が進

んだため.ア メリカでは、■991年末で、非電気事業者による発電設備が

5005万 キロワツトに上り。内75パーセントは電気事業者に売電する設

備である.

規制緩和の掛け声の裏で、通産省はアメリカでは電力の規制緩和で原発
が建

設できなくなった、規制緩和の進め方に配慮が必要と総括して
いる (資源エ

ネルギー庁『エネルギー政策の歩みと展望」1993年、251買).

3、 原子力への政府財政援助の停止を

1993年 の原子力予算は4512億 円 (1991年は4097億 円、19

92年は4260億 円)、 国庫債務負担行為限度額が620億円に達してい

る.政府援助は開発初期にも壼栞として競争力のつくまで限定するの
が妥当

なはず .｀

経済的に成り立つ産業ならば、もはや国家援助は必要な
い。

アメリカは1994年度予算で原子力関係予算を28パーセント削減

ドィツも原子力法の改正 (1994)に よっても原子力利用の推進の目的を

削除し。国の原子力からの中立を宣言した・

第 3、 法制度の問題

推進κ″台のよい麟〃π

ユ、規制と推進の明確な分離

通童省と科学技術庁という二つの推進官庁の下に規制権限が分散さ
れている

日本は異例.

ドイツ (連邦レベル).スウェーデンでは環境省、イギリスは雇用省、アメ

リカは原子力規制委員会が規制.

日本にも環境・原子力安全省を作り、そのもとに規制権限の集中を◆

2、 情報公開

徹底した公開政策を取るスウェーデン
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厳しい企業秘密と核物質防餞を理由とした公開
制限で、安全性のチェツクも

困難に.経済性に関する資料の非公開は顕著

原子カデータベ
~スヘの無料アクセス、再処理設計上事資料の公開など改善

の兆しも.・

3.住民参加、地方自治体の権限強化

州が規制権限をもつドイツoノ ルトライ

R-300の 開発中止.
ンウェストフアーレン州政府とSN

徹底して議論を聞わせるイギリス.ドイツの公聴会 0

第 4、 パック・エンド対策の欠如

依然としてハイクなどマンシヨン

■.再処理技術の危険催・経済佳

長翼君匪島黒籍農緯記轟右嵐彗真ユ1ゝモの経済社会活動を施情、露させてい

lた喜Ettλ軍奎隻罷詈嵩議だ;:3各二て喜通11:1塁策露為冒こ:思 lti営奮7径五喜

:嚢::::lil:轟
iilili:::[i:]:illi蟻 i:[::;::】

l

:こ耀ツ筆」負ずね処理工場ツープは日本の外貨獲得
の

ためのもの.

プルトニウム専燃炉となったスーパーフエニツクスから、電力
も撤退。フラ

ンスの、UP3は ,海外需要向け運転・
各国とも余剰プルトニウムの処理に苦しんで

いるのが笑情.

再処理を続けることの根拠は失われている。

2、 欧米で、進む使用済み燃料の直接処分

スウェーデン.ドイツでは直接処分が主流に

1994年には、ドイツ、ゴアレーベンにパイロツト施設が運転開始

3、 日本で、高レベル地層処分は可能か

アメリカ、 ドイツでも晴■に乗り上げる処分地の選定
何万年も安定した地層、地下水の浸透のない竪口な地盤

が存在するのか

第 5、 国際的孤立の道を歩む日本のプルトニウ
ム政策

など ″オだけガrグサィクルにごにおるの力
〕

1.日 本の国際的孤立を象徴するプルトニウム、高レ
ベル放射性廃楽物輸送

世界各国から憂慮と反対の声

領海、排他的経済水域の通過を拒否した国も。

2、 輸送客器の安全性は実証されたか。

試験、検査の内容が全く非公開

“3‐



アセスメントと事前協議を欠く秘密輸送は国連海洋法条約違反の疑い

海洋法条約は各国に海洋環境の保全とも関係国間の通知、協議、危険な輸送

にっぃては事前のアセスメントを義務付けている。

4うの国際環境団体からの公開書簡

3.経済的には説明不可能な日本の政策

次々に延期される高速増殖炉の実用化時期

・ r具体的には、免電しながら済只した以上の槙燎司を生威し、ゥラン資源の利用効率を飛目的に
高めることがで會る高連増殖炉を、IE当期間にわたろ置水炉とのol用期間を経て将来の原子力発
電の主流とすることを基本とし、原登炉から実に炉へと研究54発の段層を歩みながら2030年
頃ま、でには冥用化が可lEに なるよう高通増雇炉による娑燿料リサイクルの技術体系の確立に向け
て官民協力して経続的に智薬に研策闘見をi3めていきます。」との考えを示しましたら

(24Ю

経済性を無視したことを自認する長期計画のエネルギー・セキュリテイ論

電力会社は本当にブルトニウム・リサイクルを推進するつもりなのか.

プルトニウム需給の数字あわせではなく、供給の削減を,

5、 核武装の計画はあるのか

経済性を無視した計画に歯止めがかからないことが核武装の懸念の根本原因

/」隈:、ご?繁縦幕:言 BIら軍爆鑑離:摩恵謡昌:t暑難1僣認選|
からの一切の核兵器Fleを暉う国民の気持ちを目み

にじるものであり、日本国民にとってはおよ

そ信じられないことです。我が日は、国際社会から信猥され
る国として、自由貿易体制の中で、

11[1:詈lililiili[!::li::I二llili:i::::i草il:[::
のような見方も存在するということについてはす響里ヒ

=L〒

F:壼
く考習守[ぎ
つつ`引き

|

線き原子力の平和利用に取りllんでいきます.」 との考えを示しま
した。 (21買)

=枝武装も憲法違反でないという政府の公権解釈
日本のプルトニウム技術がアメリカの核開発と」1連しているというグリーン

ピースの指摘

外交カードとしての核保有の可能性を否定しない外務省官僚の発言

『普通の国」=国連常任理事国は核保有国

説得力を持たない唯一の被爆国、平和国家論

6、 プルトニウムリサイクルの一却も早い停止を

いまならヨ|き返せる:

プルトニウムは廃棄物として処分する方向ヘ
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そ%重習3
新進党科学技術部会高木仁二郎講演メモ

○ 日  時 :平成 6年 12月 21日 (水 )16:45～ 17:35

○講演概要

(1)老朽化、廃炉問題

・原子炉は20年 くらい経つと老朽化に伴う トラブル発生率が高 くなる (図 1

-② )。 また、老朽化に伴うトラブルは、定期検査でその兆候が発見しに

くい。一つ一つの トラブルは大したことはないが、 トラブルが重なること
により大事故につながる恐れがある。10年後には老朽化した原子炉が非常

に多くなり、安全性の観点から問題である。

・原子力発電所の寿命を40年 とすると、21世紀の初頭には毎年 2基程度は廃

炉にしていくことが必要である (図 1-③ )。 そのような状況下において、
原子力による発電量を一定規模に保つためには、毎年 2基程度は原発を新

設しなくてはならず、また、原子力を順調に伸ばしていくためにはそれ以

上新設しなくてはならない。現在の原発の新設状況を考えてみると、その

数字は非現実的であり、エネルギーを原子力に頼ることは問題と考えられ

る。

(2)核燃料サイクル問題

・資源のない我が国が生き残る道としてプル トニウム利用を進めていくこと

が新長計でも指摘されているが、プル トニウムの利用は国際的には核不拡

散の面からかなり制限されており、また無理して利用しても技術的、経済

的の面からプラスはない。

・また、新長計においても余剰プル トニウムを持たないという方針のもとプ

ル トニウムの需給バランスが示されているが、当初は高速増殖炉等もおぼ

つかず結局は軽水炉での燃焼に頼らざる得ないと思うが、軽水炉によるプ

ル トニウムの燃焼がこれほど実施できるとは考えにくく (輸送、加工等の

問題)需要はこれより小さいものになると考えられる (表 3-① )。 私個
人としては、日本が核武装するとは考えてないが、余剰プル トニウムが発

生すれば国際的に問題になるのではないか。

・動燃の残留プル トニウムが最近問題となったが、60か ら70kgの残留がある

と誤差が10kg程度となり、原爆の作れるとされている 8 kgを 越える。さら

に、施設が大きくなると誤差も大きくなり問題。 IAEAは グローボックスを

切断してでも回収するべきと主張しているが、動燃はまだ実施していない。

透明性の確保の観点から不十分である。

(3)廃棄物関連

・電力が公表していないので独自のニュースソースで海外再処理からの返還

物の状況をとりまとめたものを示す (図 4-① )。 プル トニウム、高レベ



ル、低レベルともに輸送回数が多
い。

・高レベルに関し、先般科学技術
庁は青森県に回答文書を示し

たが、50年後

においても最終処分場の場所
は決定していないだろうから保存期

間はのび

ると思う。青森県への回答文書
は最終処分地については曖味な表

現となっ

ているが、そもそも専門的裏付け
が行われていない状況で処分地にす

るし

ないなど決定するのは出来な
いはずであるが・・

¨oま た、最近若者の科学

技術離れが指摘されているが、
50年後に最終処分が出来るほど

の科学技術

体制、研究体制があるかが
′い配である。

・低レベルから中レベルの放射性
廃棄物にTRU廃 棄物という寿命が長 く取

扱が難しいものもあるが、
これらの廃棄物の返還は海外

の状況からいうと

(例えばフランスでは、海外
の使用済燃料を再処理し発生した廃

棄物は、

速やかに返還する旨規定して
いる法律がある。)返還はすみやかに行われ

ると考えられ、日本としてど
のくらいその廃棄物を受け入れる用

意がある

のか心配である。

・また、返還廃棄物に関し影響評価
をどうしているか公開状質問状等

を提出

している。

(4)そ の他

・新長計には情報公開、透明性
の向上が指摘されているが、ま

だ不十分。原

子力を理解させるための情報
公開でなく、国民が判断するた

めに必要な情

報を公開することが重要。情報
公開を評価するための第二者機関

が必要で

は な い か 。

・エネルギー予算のうち92%が原子力であり
、多様なエネルギーの確保と

い

う観点から問題と思う。

○質疑

鮫島部会長

・廃棄物の研究は不十分な
のか。

→最終処分を適切に実施する
のは、日本の地層状況を考えると相

当大変であ

り、研究はまだまだ不十分。

斉藤鉄夫議員     
′

・将来プル トニウムサイクルが確
立すれば、プル トニウムの利用

は問題はな

ぃ6Dブ,ヽ。

→個人的には、問題があると思
っている。しかしながら、

エネルギーの一つ

のオプシヨンとしてプル ト
ニウムを研究すること自体を否

定するつもりは

ない。しかし、一国で研究して
いると外国から核兵器開発して

いるのでは

ないかと疑惑をかけられるため、国
際的な体制でプル ト

ニウムを管理する

にとどまらず、プル ト
ニウム利用を国際的に行うようにす

るべきである。
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